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第10章　柔軟な働き方を実現するための措置
《始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ及びテレワークの措置を講ずる例》

（柔軟な働き方を実現するための措置）
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか1つの措置を選択して利用することができる。

　一　始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

　二　テレワーク

２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。

３　本条第1項第一号に定める始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの措置内容及び申出については、次のとおりとする。

一　対象従業員は、申し出ることにより、就業規則第◯条の始業及び終業の時刻について、以下のように変更することができる。

・通常勤務=午前8時30分始業、午後5時30分終業

・時差出勤A=午前8時始業、午後5時終業

・時差出勤B=午前9時始業、午後6時終業

・時差出勤C=午前10時始業、午後7時終業

二　申出をしようとする者は、1回につき1年以内の期間について、制度の適用を開始しようとする日及び終了しようとする日並びに時差出勤Aから時差出勤Cのいずれに変更するかを明らかにして、原則として適用開始予定日の1か月前までに、時差出勤申出書（社内様式14）により人事部労務課に申し出なければならない。申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、育児時差出勤取扱通知書（社内様式15）を交付する。その他適用のための手続等については、第3条から第5条までの規定（第3条第2項、第3項、第4項及び第4条第3項を除く。）を準用する。
４　本条第1項第二号に定めるテレワークの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
　一　対象従業員は、本人の希望により、1月につき10日を限度としてテレワークを行うことができる。
　二　テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができるものとする。
　三　テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所に限る。）とする。
　四　テレワークを行う者は、原則として勤務予定の２営業日前までに、テレワーク申出書（社内様式○）により所属長に申し出なければならない。※1
５　本制度の適用を受ける間の給与及び賞与については、通常の勤務をしているものとし減額しない。※２
６　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。※２
※1 次頁の⑤参照
※２次頁の⑥参照

《労使協定の締結により除外可能な者を除外する例》

２　本条第1項にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの柔軟な働き方を実現するための措置の申出は拒むことができる。

一　日雇従業員

二　労使協定によって除外された次の従業員

　(ｱ)　入社1年未満の従業員

　(ｲ)　 1週間の所定労働日数が2日以下の従業員

3～６　(略)

解　　　　　　　　　　　　説
①　事業主は、３歳から小学校就学前までの子を養育する労働者に対し、次の中から２つ以上の措置を選択して講じなければなりません（法第23条の３第１項）。ここでは（１）の始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ及び（２）のテレワークの措置を導入する例としていますが、次頁以降にその他の制度の規定例を紹介しています。
（１）フレックスタイム制度又は始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（２）テレワーク等の措置
※１日の所定労働時間を変更することなく、１月につき10日以上の日数を利用可能とすることが必要です。また、１日単位又は時間単位で利用又は取得することができます。
（３）短時間勤務制度
※短時間勤務制度は、第９章の措置と同様に、１日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含む必要があります。

（４）就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与
※１日の所定労働時間を変更することなく、１年につき10日以上の日数を取得可能とすることが必要です。また、１日単位又は時間単位で利用又は取得することができます。
（５）保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与
※「その他これに準ずる便宜の供与」には、労働者からの委任を受けてベビーシッター等の保育サービスを手配し、かつ、その費用を負担することなどが含まれます。

②　労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することが可能です。
③　勤続１年未満の労働者、週の所定労働日数が２日以下の労働者については、労使協定の締結により対象外とすることができます（法第23条の３第３項、則第75条の６）。したがって、除外する旨を明記していたとしても、実際に労使協定を締結していない場合は、締結するまでは除外できないため、申出があれば当該労働者は対象となります。
　　なお、養育両立支援休暇については、労使協定を締結することにより、「業務の性質又は業務の実施体制に照らして、時間単位で休暇を取得することが困難と認められる業務として別に定める業務に従事する」労働者を時間単位取得の対象者から除外することも可能ですが、１日単位での取得は拒めません。実際に時間単位での休暇取得が困難と認められる具体的な業務があり、その業務に従事する労働者がいる場合にのみ規定することができます。

④　事業主が講ずる措置を選択する際は、あらかじめ、事業所ごとに労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは、労働者の過半数を代表する者の意見聴取の機会を設ける必要があります（法第23条の３第４項）。
⑤　措置を講ずるに当たっては、職場の実情を適切に反映できるよう、措置の内容や申出の手続等（※）を事業主で柔軟に設定するようにしましょう。業務の性質、内容等に応じて措置の組合せを変えることや、既に導入済みの制度の活用状況にも配慮することが望ましいです。
（※）例えばテレワークの措置導入に当たっては、実施日を毎週固定の曜日として最初に申出をさせる、実施の都度申出をさせる等、様々な手続の方法が考えられます。

⑥　５及び６については、様々な内容が考えられます。なお、①の（３）短時間勤務制度や（４）養育両立支援休暇を導入する場合に、勤務しなかった時間について賃金を支払わないことは差し支えありませんが、勤務しなかった時間数を超えて賃金を減額したり、賞与、昇給等で不利益な算定を行うことは禁止されています（法第23条の３第７項）。
◯　柔軟な働き方を実現するための措置として、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」や「テレワーク等の措置」以外の措置を講ずる場合、次のような規定ぶりが考えられます。（「社内様式○」については、一律の様式例をお示ししていませんので、このように表記しています。）

《フレックスタイム制度の例》
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を選択して利用することができる。

一　フレックスタイム制度

二　(略)
２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３　本条第1項第一号に定めるフレックスタイム制度の措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一　フレックスタイム制度の適用を受ける対象従業員の始業および終業の時刻については、従業員の自主的決定に委ねるものとする。ただし、始業時刻につき従業員の自主的決定に委ねる時間帯は、午前●時 から午前●時まで、終業時刻につき従業員の自主的決定に委ねる時間帯は、午後●時から午後● 時までの間とする。
二　午前●時から午後●時までの間（正午から午後1時までの休憩時間を除く。）については、所属長の承認のないかぎり、所定の労働に従事しなければならない。※1
三　清算期間は1箇月間とし、毎月●日を起算日とする。
四　清算期間中に労働すべき総労働時間は、●時間とする。
五　標準となる1日の労働時間は、●時間とする。
六　申出をしようとする者は、1回につき、1年以内の期間について、制度の適用を開始しようとする日及び終了しようとする日を明らかにして、原則として適用開始予定日の1か月前までに、フレックスタイム申出書（社内様式16）により人事部労務課に申し出なければならない。申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、フレックスタイム通知書（社内様式17）を交付する。その他適用のための手続等については、第3条から第5条までの規定（第3条第2項、第3項、第4項及び第4条第3項を除く。）を準用する。 
4～６　(略) 
※1コアタイムを設ける場合には、第3項第二号の規定が必要です。
※　フレックスタイム制の実施には、対象となる労働者の範囲、清算期間、清算期間における起算日、清算期間における総労働時間、標準となる１日の労働時間、コアタイム（任意）、フレキシブルタイム（任意）について、労使協定により定めることが必要です。

《就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）の例》
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか1つの措置を選択して利用することができる。

一　養育両立支援休暇

二　(略)
２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３　本条第1項第一号に定める養育両立支援休暇の措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一　対象従業員は、子の養育を行うために、就業規則第◯条に規定する年次有給休暇とは別に、　　　1年間につき10日を限度として、養育両立支援休暇を取得することができる。この場合の1年間とは、４月1日から翌年3月31日までの期間とする。
二　養育両立支援休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得することができる。
三　取得しようとする者は、原則として、養育両立支援休暇申出書（社内様式18）を事前に人事部労務課に申し出るものとする。
４　(第1項第二号に定める措置　略)
５　本制度の適用を受ける間の給与については、別途定める給与規定に基づく労務提供のなかった時間分に相当する額を控除した基本給と諸手当の全額を支給する。※
６　賞与については、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間がある場合においては、短縮した時間に対応する賞与は支給しない。※
７　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。※
※43頁の⑥参照


《短時間勤務の例》
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を選択して利用することができる。

一　短時間勤務
二　(略)
２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３　本条第1項第一号に定める短時間勤務の措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一　対象従業員は、申し出ることにより、就業規則第◯条の所定労働時間について、以下のように変更することができる。
所定労働時間を午前9時から午後4時まで（うち休憩時間は、正午から午後1時までの　1時間とする。）の6時間とする。
二　申出をしようとする者は、1回につき、1か月以上1年以内の期間について、短縮を開始しようとする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、短縮開始予定日の1か月前までに、短時間勤務申出書(社内様式○)により人事部労務課に申し出なければならない。申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、短時間勤務取扱通知書(社内様式○)を交付する。その他適用のための手続等については、第3条から第5条までの規定（第3条第2項、第3項、第4項及び第4条第3項を除く。）を準用する。
４　(第1項第二号に定める措置　略)
５　本制度の適用を受ける間の給与については、別途定める給与規定に基づく労務提供のなかった時間分に相当する額を控除した基本給と諸手当の全額を支給する。※
６　賞与については、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間がある場合においては、短縮した時間に対応する賞与は支給しない。※
７　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。※
※43頁の⑥参照
《保育施設の設置運営の例》
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を選択して利用することができる。

一　事業所内保育施設

二　(略)
２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３　本条第1項第一号に定める事業所内保育施設の措置内容については、次のとおりとする。
一　対象従業員は、会社が設置する社内保育室を利用することができる。ただし、既に定員に達しているときは、この限りでない。
二　利用者は、会社に対し食費（実費）を各月◯円支払うものとし、これ以外の社内保育室に関する費用は原則として会社が負担する。
三　社内保育室の利用時間は、原則として平日の午前◯時◯分から午後◯時◯分まで及び土曜日の午前◯時◯分から午後◯時◯分までとし、日曜、祝日及び会社が定めた休日は、閉室とする。
4～６　(略)
《ベビーシッターの手配及び費用補助の例》
第20条
１　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を選択して利用することができる。

一　ベビーシッターサービス
二　(略)
２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。
３　本条第1項第一号に定めるベビーシッターサービスの措置内容については、次のとおりとする。
一　対象従業員は、会社が締結した契約に基づく保育サービス会社による当該子に係るベビーシッターサービス（以下「保育サービス」という。）を利用した際に要した費用について、会社から助成を受けることができる。
二　助成額は、従業員が保育サービスの利用に当たり支払った額の○分の○に相当する額とする。助成対象となる保育サービスの利用日数の限度は、年間○日とする。
三　助成を受けるための手続等は、次によるものとする。
（1）助成を希望する者は、原則として助成を希望する保育サービスの利用を開始しようとする日の◯日前までに、保育サービス利用費用助成申請書（社内様式◯）により人事部労務課に申し出なければならない。 
（2）保育サービス利用費用助成申請書（社内様式◯）が提出されたときは、会社は、速やかに当該保育サービス利用費用助成申請書を提出した者に対する保育サービス利用費用助成の可否を決定し、通知する。 
（3）その他助成のための手続等については、第3条から第5条までの規定（第3条第2項、第3項、第4項及び第4条第3項を除く。）を準用する。
四　助成額の支給は、次によるものとする。

（1）前号により保育サービス利用費用助成を受けることができる旨の通知を受け、保育サービスを利用した者は、利用した当該サービスに係る当月の支払分について、保育サービス利用報告書（社内様式◯）に領収書を添付の上、翌月◯日までに人事部労務課に提出するものとする。 

（2）人事部労務課は、（1）の保育サービス利用報告書及び領収書を審査の上、当該利用額に係る助成額を口座振込又は現金にて支払うものとする。
4～６　(略)
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